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① 各採択事業実施にあたっての期待

○地域構想推進プラットフォームにおいてカリキュラム改革などについて議論する際、
社会人の「学び直し」も考慮し、生涯を通じて学び続けられる環境整備を

期待すること

○産業構造の変化に対応するための学びは、学生時代に限らず、職業人生全体で必要
○人材需給の変化や職種のミスマッチには、社会人のリスキリングやリカレント教育
も含め、働く者全体で対応することが、地域・産業にとっても重要

理由・背景

○高等教育のカリキュラムや制度を、働く場と学ぶ場を行き来できるものに改革
○社会人の高等教育へのアクセス向上、費用負担軽減（奨学金拡充、教育費無償化）

求められる取り組み
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② 来年度以降の取り組みの充実に向けた国の支援

○地域構想推進プラットフォームが関連する施策や協議会と十分に連携できるよう、
文科省が主体となり関係省庁や都道府県などと協力して情報提供などの支援を

期待すること

○人材不足の課題認識は社会全体で共有されており、各産業の関係省庁などはすでに
人材の確保・育成の取り組みを展開

○地域構想推進プラットフォームが連携すべき相手や得るべき情報は膨大で多岐にわ
たるため、現場任せでは十分な連携がはかられない可能性

理由・背景

○文科省が主体となり、関係省庁や都道府県などの施策や各地域構想推進プラット
フォームの議論状況を把握し、プラットフォームに情報提供や助言を適宜実施
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③ 今後の人材育成のあり方

○イノベーションや成長分野の人材だけでなく、社会や地域を支える人材の育成につ
いても十分な議論と取り組みを

○人材の確保・育成の議論とあわせて、処遇改善の取り組みを

期待すること

○イノベーション人材の育成は重要だが地域人材の育成も地域大学振興の大切な使命
○例えば、医療・介護分野では、人材の確保・育成の枠組みを作っても、処遇が低劣
で、人が集まらないとの指摘も

理由・背景

○プラットフォームにおいて、労働に関する議論（人材需給や産業ニーズ把握など）
や新産業の創出に取り組む際は、賃金・労働条件についても議論

○プラットフォームへの労働者代表（労働組合など）の参画促進

求められる取り組み
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【参考】連合ビジョン「働くことを軸とする安心社会－まもる・つなぐ・創り出す－」（2025年10月改訂）の全体イメージ
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